
（平成２３年１１月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認岐阜地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



岐阜厚生年金 事案 2175 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業部における資格喪失日に係

る記録を昭和 49 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月 30日から同年５月１日まで 

    私は、昭和 49 年５月１日に１日の空きも無くＡ社Ｃ事業部へ異動となっ

た。厚生年金保険の加入記録に空白期間があることはおかしいと思うので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社が保存する社員名簿から判断すると、申立人は同社

に継続して勤務し（Ａ社Ｂ事業部から同社Ｃ事業部に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日について、Ａ社の社内報によると、申立人は、昭和 49 年４月

１日付けで、同社Ｂ事業部から同社Ｃ事業部への異動と記載されているが、同

社は、「当時、異動は辞令が出てから１か月ほどの猶予があったと思われる。」

と回答していることから、同年５月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業部における

昭和 49 年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、８万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当時の資料が保管されていないため不明としているが、事業主が資格喪

失日を昭和 49 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれ

を同年４月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を

厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年４月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生



年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



岐阜厚生年金 事案 2176 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 42 年７月か

ら同年 10月までは３万 3,000円、同年 11 月及び同年 12月は３万 6,000円、

43 年１月は３万 3,000 円、同年２月は３万 6,000 円、同年３月は３万 3,000

円、同年４月から同年６月までは３万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月１日から 43年７月１日まで 

厚生年金加入記録のお知らせにある標準報酬月額の月別状況と、保存して

あった給与明細書を照らし合わせたところ、昭和 42年７月から 43年６月ま

での標準報酬月額に差異があると思われる。給与明細書にある厚生年金保険

料によれば、申立期間の標準報酬月額は 42 年７月から同年９月までは３万

3,000円、同年 10月から 43年６月までは３万 6,000円ではないかと思われ

るので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が提出した給与明細

書において確認できる報酬月額又は保険料控除額から、昭和 42 年７月から同

年 10月までは３万 3,000円、同年 11月及び同年 12月は３万 6,000円、43年

１月は３万 3,000円、同年２月は３万 6,000円、同年３月は３万 3,000円、同

年４月から同年６月までは３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料の控除、届出及び納付については当時の資料は無く不明と回答し

ているが、給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う



標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が申立

期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、給与明細書等で確

認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

 



岐阜国民年金 事案 987 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年３月から同年６月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年３月から同年６月まで 

    私は、Ａ社の厚生年金保険に加入したため、重複して納付した昭和 49 年

３月から同年６月までの４か月分に係る国民年金保険料を還付されている

とのことだが、受け取った記憶が無いので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が主張するとおり、昭和 49 年３月から同年６月までについては、国

民年金被保険者台帳及びＢ市が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿

により、国民年金保険料を納付したことは確認できるものの、同年３月から厚

生年金保険加入期間であり、この期間を国民年金保険料納付済期間とすること

はできないことから、申立期間の国民年金保険料が還付されていることに不自

然さはうかがえない。 

   また、上記被保険者台帳及び被保険者名簿には、還付金額や還付決定日が明

確に記載されており、この記載内容に不合理な点は見当たらない。 

   さらに、申立人の申立期間に係る国民年金保険料が還付されていないことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 



岐阜国民年金 事案 988 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年４月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 53年３月まで 

昭和 53年頃、母親がＡ市Ｂ区役所で加入手続をし、52年４月分まで遡っ

て、金融機関で保険料を納付してくれたはずである。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い上、申立人自身は国民年金の加入手続及び国民年金保険

料の納付に関与しておらず、加入手続や納付を行ったとするその母親も既に亡

くなっていることから、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明であ

る。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54年６月頃払い出されており、

資格取得日が 53 年４月１日であることから、申立期間は未加入期間であり、

当該期間の国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情は見当たらず、国民年金保険料納付状況について、関係人の証言も得られ

ないことから、申立期間の国民年金保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



岐阜厚生年金 事案 2177 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所  ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年３月 31日から同年４月１日まで 

    Ａ社に昭和 47年７月 18日から勤務し、48年３月 31日付けで退職をした

が、厚生年金保険の資格喪失日が本来は同年４月１日であるはずなのに、同

年３月 31 日となっており、被保険者期間が、１か月間異なっているので、

資格喪失日を同年４月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、複数の同僚に申立人の申立期間におけるＡ社の勤務について

照会したところ、覚えていないとしており、申立人の申立期間における勤務実

態について供述を得ることができない。 

また、オンライン記録によると、Ａ社において被保険者であった記録のある

54 名のうち、申立人を含め月末日に資格を喪失している者が 11 名確認でき、

連絡先が判明した者に退職月に係る厚生年金保険料の控除について照会した

ところ、回答があった５名は、不明としており、申立人の申立期間における厚

生年金保険料の控除をうかがうことができない。 

さらに、Ａ社は、昭和 50年 12月１日付けで厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、申立期間当時の人事記録及び給与関係の書類を保管していな

い上、申立人も当時の給与明細書等の資料を所持していないことから、申立人

の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



岐阜厚生年金 事案 2178 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所  ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年１月１日から 21年８月１日まで 

    昭和 19 年秋に、勤務していたＡ社（現在は、Ｂ社）本社から同社Ｃ出張

所に転勤し、24 年９月に退職するまで同社に勤務していたが、20 年１月１

日から 21 年８月１日までの期間が欠落しており納得できない。申立期間に

ついて、厚生年金保険の加入記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言、申立人から提出されたＡ社Ｃ出張所の所在地が記載された名刺

及び申立人宛ての封筒により、申立期間において、期間の特定はできないもの

の、申立人が、同社同出張所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンラインの記録によると、Ａ社Ｃ出張所は、厚生年金保険

の適用事業所となっていない。 

また、申立人が、当時、Ａ社Ｃ出張所に在籍していたと記憶する複数の同僚

は、同社本社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿、厚生年金保険被保

険者台帳によると、申立人と同様、一旦同社本社で厚生年金保険の被保険者資

格を喪失し、昭和 21 年８月１日又は同日以降に同社本社において資格を再度

取得しており、同社同出張所に勤務していたとする一部期間において被保険者

期間の欠落が見られる。 

さらに、Ｂ社は、申立期間当時の人事記録及び給与関係の書類を保管してお

らず、申立人も当時の給与明細書等の資料を所持していないことから、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



岐阜厚生年金 事案 2179 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 10月１日から 40年７月１日まで 

                          ② 昭和 43年８月１日から 44年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②において、標準報酬月

額の記録がそれ以前の記録と比べて下がっている。当時は、毎年、昇給とべー

スアップがあり前年より給料が下がることは無かった。ベースアップ分は４

月に遡り６月に支給されていた。このベースアップ分について、時間外手当

及び通勤手当などの諸手当が、標準報酬月額に反映されていないように思わ

れるので、調査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②における標準報酬月額について、毎年昇給と

ベースアップがあり給料が下がることは無かったとし、オンライン記録の標準

報酬月額は、実際に受給していた給与額に見合う標準報酬月額と相違している

と申し立てている。 

しかしながら、申立人の申立期間①及び②におけるオンライン記録の標準報

酬月額は、Ｂ健康保険組合が管理する申立人の被保険者台帳の記録及びＡ社が

保管している厚生年金被保険者台帳の記録と一致している。 

また、Ａ社は、「申立人の人事記録に記載されている本俸は、従業員組合が

調査し作成した賃金一覧表の本俸と一致しており、申立人の標準報酬月額は、

常に本俸を上回っているので各種手当等を加算して届出をしたと考えられる。

申立期間①については、各種手当の変動による給与の減少、また、申立期間②

については、申立人と同期入社した社員の標準報酬月額も同様に下がっている

ので、各種手当の見直しがあり、下がったと考えられる。」と回答している。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間①について、Ａ社に申立人と同

期入社した男性社員 23 名の標準報酬月額は、申立人と同額又はほぼ同額であ

ることが確認でき、申立期間②について、上記の同期社員で申立期間②におい

て同社に在職していた 21名のうち 20名は、申立人と同時期に随時改定が行わ

れ、標準報酬月額の減額が確認できることから、申立期間①及び②において申



立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見

当たらない。 

加えて、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票にも、標準

報酬月額が遡及して訂正された形跡は認められない。 

また、申立人は、申立期間①及び②における厚生年金保険料について確認で

きる給与明細書等の資料を所持していない上、Ａ社は、当時の賃金台帳等は、

10 年間の保存期間経過後、廃棄されたと回答していることから、申立期間①

及び②において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認することができない。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人の主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①及び②について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

    



岐阜厚生年金 事案 2180 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年４月から 23年３月まで  

私は、昭和 20年４月から 23年３月までＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場に勤

め、養蚕教師として各町村に派遣されていた。しかし、厚生年金保険の被保

険者記録を見ると同社での被保険者記録が無いので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、期間の特定はできないものの、申立人が、Ａ社Ｃ工

場において養蚕教師として勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立期間当時、Ａ社Ｃ工場に勤務していた複数の同僚は、「養

蚕の季節に働く養蚕教師は、短期の臨時雇いで厚生年金保険に加入していな

かった。」、「自分は養蚕教師から１年を通して勤務する正社員となったが、養

蚕教師の時は、厚生年金保険に加入できなかった。」と供述している。 

また、上記の複数の同僚は、申立期間当時、Ａ社Ｃ工場で勤務していたとし

て数名の養蚕教師の氏名を挙げているが、同社同工場に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿に当該養蚕教師の氏名は確認できない。 

さらに、Ｄ健康保険組合において、当時の記録は確認できない上、Ｂ社は、

当時の賃金台帳等は残っておらず、申立人の人事記録、社員名簿を探したが見

つからなかったと回答していることから、申立人の申立期間における勤務実態

及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

    



岐阜厚生年金 事案 2181 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年４月１日から 31年９月１日まで 

    私が昭和 31年９月１日にＡ社に入社した時、夫は既に同社で働いていた。

夫の厚生年金保険の資格取得日が私の入社日と同じ日付になっていること

に納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

(注) 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、申立期間において、期間の特定はできないものの、

申立人が、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に昭和 28 年４月に入社し、社会保険事務を担当した同

僚は、「当時、厚生年金保険に加入していたのは一部の従業員のみであり、申

立人は申立期間において厚生年金保険に加入しておらず、社会保険事務所（当

時）の調査があった後の昭和 31 年９月１日に申立人も含め未加入者全員が厚

生年金保険に加入した。」と供述しているところ、オンライン記録によると、

31 年９月１日付けで９名の者が、同社において被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

また、Ａ社には当時の人事関連の資料は保存されていないことから、申立人

の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


